


















































































































って持続可能な地域経済が生まれると考えられる。それは SDGs の 8 番目、「包摂的かつ持
続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい
雇用を促進する」という目標に繋がるものでもある。 












する「自治体会議」として、各自治体の ESD あるいは SDGs への取り組み事例などの共有
をしてきた。しかし、今年度（2019 年度）が本事業の最終年度であるため、来年度以降は
各自治体に本会議参加旅費を確保してもらうような運営が必要になってくる。また、今後の
ために「ESD／SDGs 自治体会議連絡協議会」の立ち上げが提案された。本会議は各地域の
首長レベルが横で繋がることのできる貴重な機会であり、これを継続し地域間の横のつな
がりを増やしていくことが地域創生への貢献であるとも言えるだろう。 
 
５.まとめにかえて  
 本ワークショップを通して、自治体の抱える問題・課題に対して、どのように向き合うこ
とができるのかのいくつかの可能性が浮かび上がった。各課題はそれぞれ緊密に結びつい
ており、単独で解決できるものではない。市民に対して自治体の SDGs への取り組みを「見
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える化」することで、市民の当事者意識が高まり、積極的にネットワークに関与していくこ
とができる。そうした市民＝大人が次世代の担い手を育成する。このような持続可能な地域
創生を達成するためには、資金的な裏付けも必要である。しかし従来の構造のままでは資金
調達はなかなか困難である。そこで新しい視点をもつ外部の人材を活用し、新たな産業を興
し、経済的基盤を整える必要がある。そうした動きを伝える＝見える化することでさらに市
民の意識が高まると整理された。 
 こうした課題に対してワークショップの中で提示されたアクションプランにおいて共通
していたのは、市民の存在が鍵となっていることである。そこで重要なのは、自治体のみで
遂行可能なプランを立てることではなく、地域の様々なステークホルダーとの関わりを考
えることであった。そうした発想の背景には SDGs の大切なキャッチフレーズである「誰
ひとり取り残さない」という意識が大切になるのではないだろうか。 
 
 
 
 
 
 
